
１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 07 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 1

事務事業名 農業委員会関係費 担
当
課

部課名 農業委員会事務局

対象 ４．その他 農業委員　農地利用最適化推進委員　農業者 約 2,600 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

農業委員及び農地利用最適化推進委員に支払う報酬及び職務を行うための費用。

01 課等の長 草柳　真治 電話 3441

事業開始年度 昭和 26 年度 終了（予定）年度

01 目 01 細目 002 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

報酬

□

根拠法令等 法律等 農業委員会等に関する法律等

事業実施内容

１　報   酬　農業委員及び農地利用最適化推進委員への報酬
２　報償費　農畜産物品評会副賞
３　旅   費　農業先進地の行政視察及び研修会・農業委員大会等のための費用弁償
４　交際費　一般慶弔費
５　需用費　農業新聞等の購入

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

千円 需用費 58　千円 日本農業新聞代

12,040　千円 会長，職務代理及び委員への委員報酬

報償費 5　千円 各種品評会の副賞代

12,106 旅費 3　千円 委員大会出席の費用弁償等

□

常時勤務職員※ 2.50人工
12,106 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 12,106　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 2.50人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

35,837

事業費（支出済額） 216 424 127 12,106

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

35,823 36,286 36,258 35,828

36,451 36,555 36,258

①常時勤務職員等の給与等 23,048 22,918

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 36,235 36,131 36,131 23,731

1,119 1,173 1,173 1,353

-628 -269 0 -9

22,918 22,378

②会計年度任用職員の報酬等 12,068 12,040 12,040 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

-628 -269 0 -9

0

433,060 82.34 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 83.80 427,501 84.52 429,317 83.73
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
0.56

単位
0.56

単位

単位
6.43

単位
成
果
実
績

指
標
名

遊休農地の解消面積

目
標

－
単位

0.56

4,563,439.49 6,938,049.71 8,003,973.51 5,572,006.22

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

ha ha ha ha

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

指標を「会議等の開催回数」から「遊休農地の解消面積」に変更したため，平成29
年度までの目標値は未記載。

ha ha ha ha

実
績

7.85
単位

5.23
単位

4.53

評
価

農業者の高齢化や後継者不足等により新たな遊休農地が発生している現状を踏まえ，農地所有者へあっせんの働きかけ等を
行い遊休農地の発生防止・解消に努めた。

今
後
の
方
針

　現状維持
農業委員会の重点業務となる，「担い手への農地等の利用の集積・集約化」，「遊休農地の発生防止・解消」，「新規参入の促
進」など農地等の利用の最適化の推進を図るため，委員会活動の活性化を今後も進めていく。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

「農地利用最適化の推進」への理解にバラつきがあるため，個々の活動に差がある。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

担当地域外の委員等と活動を行うことで，考え方を平準化し，理解の浸透を図る。

15
農業委員・農地利用最適化推進委員の研修に
関すること

無 無 1 1

14 遊休農地対策に関すること 無 無 1 1

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

1 農業委員会総会に関すること 無 無 1 1

16 任期満了に伴う事務に関すること 無 無 1 2

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 農業委員会事務局 氏名 嶋田　勝弘 確認日 2021/8/13
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 07 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 2

事務事業名 農業委員会事務費 担
当
課

部課名 農業委員会事務局

対象 ４．その他 農業委員会事務局職員　農業委員　農地利用最適化推進委員　農業者 約 2,600 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

農業委員会の運営に必要な事務的経費

01 課等の長 草柳　真治 電話 3441

事業開始年度 昭和 26 年度 終了（予定）年度

01 目 01 細目 003 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

役務費

委託等内容 市街化調整区域内農地現況図作成業務委託

■ 負 担 金 神奈川県農業委員会賛助員拠出金

根拠法令等 法律等 農業委員会等に関する法律

事業実施内容

１　旅　 費　各種研修会・事務打ち合わせ出席の費用
２　需用費　農業委員会事務執行上必要な消耗品費
３　役務費　通信運搬費郵便料，総会等議事録速記料
４　委託料　農業委員等が行う「農地パトロール」用の現況図作成業務委託
５　使用料及び賃借料　農地情報公開システム賃借料
６　負担金　（一社）神奈川県農業会議普通会員の会費拠出金及び神奈川県農業委員会職員事務研究会負担金

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
■ 委　託　先 朝日航洋株式会社　横浜支店

千円 負担金補助及び交付金 414　千円 （一社）県農業会議普通会費拠出金等

その他 267　千円 事務消耗品費等

477　千円 通信運搬費郵便料・総会等議事録速記料

委託料 814　千円 市街化調整区域内農地現況図作成業務等

2,564 使用料及び賃借料 592　千円 農地情報管理システム等賃借料及び総会等会場使用料

□

99　千円 常時勤務職員※ 2.50人工
2,564 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 1,512　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 707　千円 合計 2.50人工
その他 （委託手数料） 246　千円

26,295

事業費（支出済額） 2,995 1,957 1,974 2,564

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

28,219 25,779 26,065 26,286

27,162 26,048 26,065

①常時勤務職員等の給与等 23,048 22,918

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 24,167 24,091 24,091 23,731

1,119 1,173 1,173 1,353

1,057 -269 0 -9

22,918 22,378

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,057 -269 0 -9

0

433,060 60.41 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 66.01 427,501 60.05 429,317 60.19
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
67.55

単位
74.3

単位

単位
73.53

単位
成
果
実
績

指
標
名

農業経営基盤強化促進法
に基づく農地利用集積面積

目
標

-
単位

60.79

522,283.92 431,519.92 386,319.85 357,486.74

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

ha ha ha ha

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

指標を「証明発行件数」から「農地利用集積面積」に変更したため，平成29年度ま
での目標値は未記載。

ha ha ha

実
績

54.03
単位

59.74
単位

67.47

評
価

総会議事録の作成やシステムによる農地台帳の管理等を適切に行い円滑な運営ができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
1　効率よく事務が執行できるよう，適宜改善を加えながら事業を継続していく。
2　令和3年度の台帳システムの一本化に向けて準備を進める。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

従来の農地台帳システムに加え，全国統一の農地情報公開システムも併用しており，台帳を更新するにはそれ
ぞれのシステムへデータ入力が必要となり作業効率が悪い。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

令和3年度からの台帳システム一本化に向けて準備を進めていく。

5
相続税納税猶予に係る特例農地等の利用状況
確認に関すること

無 無 1 2

4
相続税，贈与税納税猶予適格者証明願に関す
ること

無 無 1 2

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

9 諸証明の交付に関すること 無 無 1 3

3
農地法による許可申請，届出，通知及び相談
に関すること

無 無 2 3

8 違反転用の調整に関すること 無 無 1 3

7 現況非農地証明に関すること 無 無 1 1

6 農地造成の届出に関すること 無 無 2 1

10
農業経営基盤強化促進法の利用権設定事務
に関すること

無 無 2 1

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 農業委員会事務局 氏名 嶋田　勝弘 確認日 2021/8/13
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